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理事長コメント（参加型システム研究所・理事会で）	

	

２００８年１２月１０日	

・最近、重大な「国家機密」が２つも流出したといわれている。１つは田母神論文だ。自衛隊トッ

プの知的水準が世界に知れ渡ってしまった。もう１つは、自衛隊の最高司令官でもある麻生総理

の驚くべき無能、無教養ぶりが世界中に知られてしまったことだ。この結果、日本は先進国の中

で政治的劣等児扱いをされるようになってきている。	

・今朝の新聞にソニーの 16000 人整理計画が出ていた。厚労省発表でも来春までに 35000 人の解雇

者が出るという。失業率は現在の 4％から６～８％へ上昇すると見られる。しかも期間工や派遣

労働者は同時に寮を退去させられる。トヨタもソニーも大幅減益だが赤字ではない。なぜ大量解

雇なのか、海外からの取材が殺到している。	

・米国でもこの 3 ヶ月で 125 万人が職を失っている。ビッグ３も破綻寸前だ。欧州も大不況になっ

ており、世界恐慌の兆しが見えてきた。米国発の市場原理主義は破綻したといっていい。軍事的

にも米国の覇権は崩壊しはじめ、パクスアメリカーナも終焉を迎えている。	

・「100年に一度の危機」に「100年に一度の無能首相」を戴いている日本は、このままでは「沈没」し

てしまう。なんとしても「沈没」を防がなければならない。	

・世界中で株価の暴落が止まらない。大恐慌時の下落幅は 49％位だったようだが、米国株はこの１年で

40％、日本株は 48％下落した。日本の家計部門は１年で 140 兆円の金融資産を失った。金融不安は

世界中に広がったおり、グリーンスパン（前ＦＲＢ議長）のいう「百年に一度の深刻な危機」の様相

を呈し始めてきた。なぜこうなったのか。サブプライム問題を契機に不動産バブル、金融バブルが崩

壊したからである。 

・06 年、労働者の平均年収が 300 万円の時代、ウオール街ではＯＬのボーナスが 1 億円、男性は 2-3

億、ＣＥＯは 30-50 億といった大盤振る舞いが行われていた。最近、75 兆円の税金を投入して金融

機関の不良債権を買い上げようとする金融安定化法がようやく成立したが、国民の６－７割は強く反

発している。「儲けるときは大儲けして、大損したら税金で補填しろとは何事だ」というわけである。 

・今回の危機を通じて、欧米ではいくつかの銀行、保険、証券会社が国有化されたり政府管理下に入っ

たが、これは「すべて市場に任せればうまくいく」という市場原理主義、新自由主義が破綻したこと

を示している。また、基軸通貨ドルへの信認の暴落は、米国覇権の崩壊につながっている。独外相は

「金融危機を通じて米国は超大国の地位を失った。世界は多極化する」と述べている。 

・このように激動する世界を前に、日本政治の「脳死状態」が２年以上も続いている。サミット議長国

でありながら無為無策の日本に対し世界の苛立ちが募っている。一日も早く国民の信任を得た政府を

誕生させ、機敏に対応しなければ、日本は国際社会の落伍者になりかねない。 

	

	 	


